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平成１５年２月２０日�、富山国際会議場にてNEAR２１「電子商取引セミナー～企業間取引（BtoB）の現状
と利用法～」を開催いたしましたので、その概要を以下のとおりご紹介いたします。

１．インターネットの普及と電子商取引の発展
電子商取引が世界中で注目され拡大を始めたの

は、３～４年前です。北米に始まって欧州がそれ

に続き、日本もフォローして拡大していますが、

今は電子商取引をどのようにして使えば、販売促

進、取引先の拡大、商売の効率化に役立つかが問

われています。

そして、インターネットというものが世の中で

手軽に使えるようになってから、今まで不可能だ

と思われてきたいろいろなアイディアや商売のや

り方が現実に可能になり、商売の様相が変わって

きました。ですから、皆さんがいかにして事業を

うまくやるか、利益があがるように持っていくか

というアイディアをまず先に持ち、それをインタ

ーネットという安い通信網を上手に利用して実現

させ、商売に役立てるというところがポイントで

す。

電子商取引はインターネットと一体となって発

展してきていますので、インターネット抜きでは

考えられません。また、従来のオンライン取引や

コンピュータ化した取引は１対１の関係でしたが、

インターネットのネットワークでは皆さんのコン

ピュータはインターネットに接続した世界中のど

のコンピュータともあたかも電話をかけ合うよう

に接続してデータの相互受け渡しができます。

１９９５年に世界中で２，６００万人だったインターネッ

ト利用者数は、２０００年初頭の予想では、２００５年に３

億５，０００万人まで伸びるといわれていましたが、す

でに２００２年末の推定実数は約６億１，０００万人まで伸

びてしまっています。国別に見ると、欧州とアジ

アがそれぞれ１億９，０００万人前後で、北米とほぼ肩

を並べるサイズの利用者数になってきました。日

本では、昨年末の本来のインターネット利用者が

約５，０００万人、携帯電話のネット利用者を仮に２，０００

万人とすると、合わせて７，０００万人ほどと推定され、

電子商取引を進めるためのベースがかなりできた

ことになります。これからは、いかにして使って

いくかという時代に入るでしょう。

表１：インターネット利用者動向 （単位：万人）

表２：日本のインターネット利用者動向 （単位：万人）

「電子商取引の
現状について（概論）」

講師：中小企業総合事業団

中小企業国際化支援アドバイザー 井 上 宏

１９９５ ２０００．３ ２０００．１１ ２００２．９

全世界計 ２，６００ ３０，０００ ４０，７１０ ６０，４８０

米国・カナダ n.a １４，０００ １６，７１２ １８，３００

欧 州 n.a ８，５００ １１，３１４ １９，０００

アジア・太平洋 n.a ６，８９０ １０，４８８ １８，７００

中近東 n.a １９０ ２４０ ５１０

南アフリカ n.a １，０７０ １，６４５ ３，３４０

アフリカ n.a ２６０ ３１１ ６３０

１９９５ ２００１．３ ２００２．１２

本来のインターネット利用者�１ １，９５０ ２，２６０ ５，０００

携帯電話加入者 ７５０ ２，４００ ７，５００

携帯電話（ｉモード等）に

よるネット利用者�２
５００ ２，０００

合計�１＋�２ ２，７６０ ７，０００

注：２００２年１２月は推計値

－２－－２－
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２．電子商取引の影響
企業間での電子商取引にはＢ２Ｂ（Business－to

－Business）、企業と消費者との電子商取引にはＢ

２Ｃ（Business－to－Consumer）という言葉がよく

使われ、しかも、これらの俗称が世界中に通用す

るようになってきました。そのほかＣ２Ｃもあり

ますし、アメリカなどでは企業と政府の取引をＢ

２Ｇという場合もあります。

このように、電子商取引は非常に多様な使われ

方がされています。インターネットの利用によっ

て世界中のコンピュータ間の通信が低料金で可能

になったことは、大変な貢献ではないかと思いま

す。そのような点を十分に利用し、今行っている

取引だけではなく、自社内や得意先とのやり取り

をコンピュータで省力化して、企業間取引の経費

節減と合理化が進んでいます。

新たな直接販売が促進され、ネットワーク上で

新しい機能や市場を提供する仲介業者などが出て

活躍しています。種々のサービス提供業者の中か

ら、自分の仕事に最適なものを選んで使うことも

非常に賢明な策ではないかと思います。

３．電子商取引の注意事項
インターネット、電子商取引には、注意すべき

問題点もあります。一番の問題は、相手が見えな

いネット上の取引であるために、取引先の信用と

商品の信頼性を確認するのに難点があることです。

また、代金の決済も問題ですが、最近は守秘すべ

き情報をインターネットで通信するとき、多くの

事業者は特殊な暗号技術を使っていますので、ク

レジットカード決済がわりに広く使われるように

なってきました。しかし、安全性の問題があるこ

とは頭に置いておき、クレジットカードの請求書

の点検をすることは必要でしょう。

４．電子商取引に関連する法制整備の状況
法制整備は、どうしても後追いになっているの

が現状ですが、日本では電子商取引における電子

署名を、若干の例外を除いて法的に有効とする法

律が２００１年４月に施行されました。アメリカ、英

国、その他東南アジアのいくつかの国でも日本よ

り先に法制化され、電子署名が有効であることは

世界的な流れになっています。

個人情報の漏洩も十分気をつけなければいけな

い問題ですが、これについての法律は遅れていま

す。国際間のルールも含めて、個人情報の保護、

流用の禁止など、相当厳密に罰則を含めて取り決

める必要があり、現在、日本でも法制整備が進行

中です。

５．電子商取引の実例
世界６０カ国ほどに販売しているアメリカのお菓

子屋さんのホームページでは、トップに売れ筋の

商品を出し、常連の方は自分の取引番号と名前を

打ち込んで本人確認をしたうえで、すぐ注文ペー

ジに飛んで非常に簡単に注文ができます。さらに

商品ページでは、商品写真をクリックするとその

商品の情報が出てきますし、購入商品にチェック

を入れると、瞬時に注文内容が出てきます。その

他、いろいろなかたちで注文ができ、オーダーが

完了すると電子メールで受注と納期の確認が入り

ます。会社によっては、注文主から出荷の問い合

わせができたり、出荷の通知がくるところもあり

ます。人手を介さず、全部コンピュータのシステ

ムにより処理しており、非常に合理的です。

次はカナダで、個人間の土地・建物の売買をし

ている会社のホームページの特色は、皆さんが自

分の家を売りたいと思えば、コンピュータ上で何

枚かの写真と詳細事項を含んだ掲示申し込みがで

きることです。そして、１年間約４，０００円の費用で

広告サービスをやってくれますし、商売が成立し

てもコミッションは必要ありません。あとは買い

たい人とお互いに自由に通信しあって交渉すれば

よいのです。

また、米国のニューヨークタイムスのホームペ

ージ版は日本とはだいぶ様相が違っており、町で

売られている新聞と同じ内容で細かく出ています

し、時々刻々更新されています。したがって、大

抵の場合、日本のニュース放送よりも早く欧米や

中近東のニュースが入ります。また、その内容も

－３－－３－
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新しい要素がどんどん入ってきています。これは

世界中どこからでも読むことができます。一部の

記事は、動画やスライド更に音声で解説されてい

ます。この方法は電子商取引にも今後有効に取入

れされると思われます。

ほかに、ホテルや劇場の切符の予約は日本でも

既にありますが、北米の著名な劇場の予約は空き

席の図を見て自分の好きな席を選んで予約の確答

がその場で得られます。チケットの発券を各自の

プリンターで出来るものもあります。製造業が各

月の生産量の変更に即応して、各地の多数の資材

調達先に発注の変更作業をネット上で自動的に省

力して処理することは、北米・アジアを含めてす

でに多く行われています。商売の引き合い、受発

注、納入管理、代金決済顧客サービスまで取引の

全過程を統合してインターネットのページ上で処

理することが最近の動向になっています。

６．まとめ
このようなネットワークを使って、今まではな

かなかできなかった手法を実現し事業の拡大と合

理化をする方向になっています。取引内容の守秘

をして他人による情報の盗用などの危惧を排除す

る方法を工夫して、インターネットの長所をでき

る限り利用しようということです。

そして、電子商取引の大きなポイントは、調達

の広域化と自由競争の促進です。また、米国政府

が全調達をインターネット上の公募で行う方針を

出しているように、電子商取引によって新規参入

を促進しようとする流れになっています。従来は

考えられなかったようなことが非常に安いコスト

でできるので、懸念や問題点は十分理解したうえ

で積極的に活用して商売や業務の合理化をしてい

ただきたいと思います。

かぎになるのは、自分でアイディアを考え、そ

れに見合うようにシステムを作ることです。そし

て、競争に勝つためには、システムの運用コスト

を少しでも安くします。また、電子商取引は既存

の店舗や組織と共存させるようにするのが一番よ

いと思いますが、特殊な産業ではほとんどすべて

の取引をインターネット上で行うというアプロー

チで成功している例もあります。多彩なやり方が

ありますので、よくお考えいただくことが必要で

す。

【質疑応答】
Ｑ：決済のことについて伺います。先日アメリカ
からの購入代金を２００ドルほど送った際、地元の

銀行で８，０００円ぐらいの手数料がかかりました。

とても高い率ですし、クレジットカードを使う

方法もあると思いますが、その場合、悪用され

る心配はないでしょうか。また、安い方法があ

れば教えてください。

Ａ：一番安いのは、やはりクレジットカードだと
思います。ただし、番号がネット上で盗用され

る危険に備えが必要です。

外貨の小切手を振り出して郵便で送る方法が

あります。金額によっては日本の為替法の関係

に気をつける必要があります。

最近はクレジットカードをネット上で扱うと

きの暗号化の信頼性が増しています。ネット画

面上に暗号化とセキュリテイを保護していると

表示されます。完璧ではないでしょうが、使用

記録を残して請求をいつもチェックする等の注

意をします。この勘定専用のクレジットカード

を決めておくとチェックしやすいでしょう。（も

し盗用されたことがわかれば支払いを保留し、

カードをすぐ取消して悪用が更に拡大するのを

予防します。）

－４－－４－


